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平成１９年１２月１７日  

 

企業会計基準委員会 御中  

 

企業会計基準公開草案第 22 号「持分法に関する会計基準（案）」及び

実務対応報告公開草案第 27 号「持分法を適用する関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い（案）」に対する意見について  

 

 

 貴委員会から公表されております標記公開草案につきまして、下記の意見がご

ざいますので、よろしくお取計らい下さいますようお願い申し上げます。  

 

 

1．実務対応報告公開草案第 27 号の当面の取扱いについて  

 

連結財務諸表作成会社の会計方針（会計処理の原則及び手続）について、持分

法適用の関連会社にも統一を要求することに同意する。  

しかしながら、次の①及び②のようなケースでは、事実上、会計方針の統一を

できないことが想定される。  

このため、実務対応報告公開草案第 27 号の「当面の取扱い」のなお書きに示

されている「統一しないことに合理的な理由がある場合」については、「統一でき

ないことに合理的理由がある場合を除き、統一する」と規定すべきと考える。  

なお、実務対応報告公開草案第 27 号の「本実務対応報告の考え方 (2)」にお

いて、在外関連会社のケースが例示されているが、次の①及び②のケースについ

ても、例示して頂きたい。  

 

①  関連会社に支配株主（会社）が存在し、当該支配株主の採用する会計方針

へ統一する決定がなされた場合  

②  合弁事業として運営されている関連会社で、共同事業会社との支配が  

５０％ずつであることから、両者において関連会社と判定されており、か

つ、他の事業会社の採用する会計方針がより合理的と判断された場合  

 

 

２．コメントの募集の「その他」について  

 

コメントの募集の「その他」に、実務対応報告案の適用後 2年程度をめどに



CL-4 

 - 2 - 

改廃を含めて再度検討する意見について述べられているが、2011年までに「東

京合意」に基づいてコンバージェンスを加速する予定であることから、本公

開草案についてだけ再検討の意見を示す必要はないと考える。  

 

 

監査法人トーマツ テクニカルセンター  

 

 

 

 


